資料３－２
ＤＶ基本計画改定にあたっての市町村の意見
■各市町村がＤＶ対策施策を推進する上で課題
	・潜在化している被害への対応や啓発
・専門相談員の配置（財政措置が困難）
・相談対応職員のスキルアップ
・複雑化するケースへの対応
・庁内関係部署との情報共有、連携の充実
・府等関係機関との連携の強化
・予算の確保


■大阪府に期待する役割
	１．市町村に対する支援（人材育成、専門的アドバイス、情報提供等）（３４件）
２．一時保護施設、一時保護体制等の充実（８件）、緊急一時保護にかかる同行支援等（４件）
３．更なる普及啓発（４件）、デートＤＶ予防啓発の充実（５件）
４．各市町村担当課や関係機関との連携強化（６件）、広域的支援体制の構築（３件）
５．中心的な役割への期待（６件）、被害者支援の統一的な方針の提示（２件）
６．加害者に対する対策の充実（７件）
７．各種施策の充実（７件）
８．男性向け相談事業の充実（４件）
９．外国人・障がい者、高齢者への配慮（４件）
10．その他：府支援センターの体制強化（2件）、民間シェルターへの支援（2件）、性暴力被害者支援（1件）


◆更なる普及啓発（４件）　【１（１）】
・「配偶者暴力支援センター」の府民への周知
・メディア（新聞・テレビ・ラジオ）を使った「ＤＶ」そのものの周知
・警察でのＤＶ対応の充実（女性職員の配置・警察でも相談を実施していることへの周知）
・男性に対してＤＶについての認識を深めてもらうために、企業や各種団体などで、ＤＶ防止のための啓発を強化してもらいたい。
◆デートＤＶ予防啓発の充実（５件）　【１（１）】
・デートＤＶ被害者に対する相談等の調査研究や事例の報告。
・デートＤＶ、ＤＶ予防教育の実施（高校等）
・高校生のみならず、中学生対象のデートＤＶ教育の実施
・高校生など若年層で増加しているデートＤＶに対する学校関係者の理解など、市町村単独では取り組みが困難な事例についての対応などを担っていただきたい。
・大阪府教育委員会を通じての学校教育現場における暴力の予防・防止に関する啓発・教育の推進。
◆男性向け相談事業の充実（４件）【２（１）】
・男性被害者に対する相談等の調査研究や事例の報告。
・男性向けの相談事業の充実を図られたい。
・男性の相談など、市町村単独では取り組みが困難な事例についての対応などを担っていただきたい。
・電話等による男性相談の実施。
◆府支援センター等の運営体制等の強化（２件）　【２（１）】
・現在子ども家庭センターには、ＤＶ担当相談員が一人だけなので、先に相談があれば、すぐに対応してもらえない場合があります。ＤＶは緊急を要することもあるので、相談員の増員を検討していただきたい。
・ドーンセンターでの電話相談の充実（時間を延ばす・相談員の増員）
◆市町村に対する支援（計３４件）　【２（１）、５（２）】
〔専門的なアドバイス等〕（６件）
・処遇困難事案への対応、助言等
・開設した市町村配偶者暴力相談支援センターに対する密な指導援助
・相談件数が少ない中で、一時保護等をはじめとしたケースワークの経験を、制度の充実にどのように反映していくかが課題である。このために、多数の経験の中からの適切なアドバイス（スーパーバイスも含む）をいただけることを期待する。
・本町では、地域的な問題から顔見知りが多い役場等でプライバシーに関する相談をすることに大きな抵抗があると考えられる。従って、自治体ごとの推進計画や窓口の設置に重点を置くのではなく、ブロック単位で中核となるセンターを整備し、専門的な見地からアドバイスや相談に応じる体制を検討して欲しい。
・困難事例の解決のためのアドバイザー
・施策を進める上で窓口業務のノウハウや、事業計画の策定などいろんな面で指導や助言をお願いしたい。
〔人材育成・人材派遣・相談員配置のための財政的支援等〕（１５件）
・ＤＶ専門相談員に対する研修
・ＤＶ被害者の自立支援には、被害者対応のカウンセラー的スキルとともに、行政制度に精通した専門性などが必要である。そのため、専門支援員配置にかかる財政的支援や、人材育成をお願いしたい。
・専門相談員の育成及び資質向上に関する研修機会の確保と人材派遣の検討；市町村職員のＤＶ相談に関する研修機会は、これまで同様に大阪府において充実・確保をお願いします。また、相談員の質の均一化を図り、市町村間並びに大阪府と市町村との連携を速やかにするためにも人材を育成派遣いただけるような体制の検討をお願いします。
・市町村の担当職員に対するマニュアル等ノウハウの伝達
・ＤＶ被害により、女性・子どもが直面する深刻な生活上の課題に対し、被害者への救済と総合的な支援を行うため、女性問題専任のケースワーカーの配置が求められる。専任のケースワーカー配置のための財政的支援をお願いしたい。
・女性問題・ＤＶ問題担当職員の資質向上のため、市町村職員等対象の更なる研修の充実をお願いしたい。
・常駐の専門の相談員の派遣、併せてそれに値する職員の研修等による育成。
・男女共同参画担当職員等を対象とした研修の実施
・ＤＶ相談員要請のための講座の開催
・専門的な研修の充実
・市町村男女共同参画担当職員を対象とした研修の実施（新任・テーマ別等）
・専門相談員の派遣
・市町村職員向けのＤＶ対策研修の充実
・相談員のスキルアップ向上に向けた研修や事例紹介など
・各市の相談員のスキルアップ等のため、具体的相談ケースや対応事例についての情報提供（定期的なメー ル配信等）
〔勉強会・情報交換の場等〕（４件）
・実務的な情報の交換・共有のできる連絡会または勉強会等の定期的な開催
・女性相談センター、ＤＶ相談センターとの職員交流の場づくり及び事例検討会の開催
・情報提供及び情報交換の場の提供
・情報提供（各市町村の取り組みなどの紹介・意見交換の場づくり）
〔情報提供の充実〕（８件）
・配偶者暴力相談支援センターへの情報提供
・一時保護施設に関する情報の提供
・府内各市町村の取り組みの状況など、情報をとりまとめ又発信するという中核的役割
・広域で利用できる広報用パンフレットや情報誌等の作成
・被害者支援や保護に関する情報
・府営住宅を中心とした府下公営住宅の確保及び情報提供
・ＤＶ被害者が避難する場合、生活していた地域を離れる必要があり、広域的な情報交換が重要となる。
・庁内職員に対する研修プログラムやコンテンツの 提供
〔その他〕（１件）
・相談員の二次受傷や燃え尽きの予防対策
◆外国人・障がい者、高齢者への配慮（４件）　【２（２）、３（１）】
・外国人の通訳等の支援
・身体的理由により現在一時保護施設が利用できないＤＶ被害者（高齢者、障がい者等）の一時保護の実施
・介助が必要な方等の緊急一時保護
・外国人のＤＶ被害者への対応（夜間、土・日曜日・祝日等）
◆一時保護施設、一時保護体制等の充実（８件）　【３（１）】
・ＤＶ被害者の一時保護について、現行法上は婦人相談所又はその委託する者のみが行うものとされており、大阪府下各市町村の中心として、必要な施設の確保や夜間等の対応について、被害者の迅速かつ安全な保護に向けて積極的な対応を期待する。
・一時保護体制の充実（一時保護委託先の選択肢の増など）
・緊急一時保護に関する体制並びに被害者の自立支援施策の充実；緊急一時保護については、広域的な枠組の中での対応が望ましいと考えます。大阪府において「行政の福祉化」の検討が進められていることからも、保護施設の確保（バリアフリー化）や被害者の自立支援に繋がる施策の充実をお願いします。
・円滑な一時保護に向けての連携のさらなる強化。
・一時保護所の施設や人員等の体制の充実を図られたい。
・女性相談センターの一時保護施設の増設、及び一時保護期間中の被害者に対する支援の充実
・ＤＶ被害者増加に伴い、一時保護所の増設をお願いしたい。
・ＤＶ被害者の一時保護施設やシェルターについては、市町村レベルでの設置は困難であることから、各保護施設の充実を図っていただきたい。
◆緊急一時保護にかかる同行支援等（４件）　【３（１）】
・緊急一時保護にかかる同行支援について、市町村は、大阪府女性相談センターもしくは管内の子ども家庭センターまでとし、そこから保護施設への移送は大阪府でお願いしたい。
・ＤＶ被害者の一時保護施設への緊急入所が決定した場合、警察車両などによる安全な移送が可能になるように、働きかけていただきたい。
・緊急一時保護が円滑に進むシステムづくり
・ＤＶ被害者の一時帰宅の際の同行など、地元の警察署における積極的なＤＶ被害者・ＤＶ加害者への支援・介入に関する働きかけ
◆各種施策の充実（７件）　【４（１）等】
・ＤＶ被害者に対しての施策の充実（住宅、就労支援等）
・ＤＶ被害者が自立するために入居できる府営住宅の戸数を増やしていただきたい。
・生活支援や就業支援・住宅確保に向けた支援等の実施
・被害者の自立支援のための社会的資源の充実
・訪問支援体制の検討
・被害者の自立支援施策の充実
・府営住宅を中心とした府下公営住宅の確保及び情報提供〔再掲〕
◆各市町村担当課や関係機関との連携強化（６件）　【５（１）】
・配偶者暴力相談支援センターにおける各市町村担当課との連携強化
・市町村とのより一層の連携（市単独では困難な支援に対する連携）
・警察との円滑な連携の調整
・被害者への支援等で、大阪府の機関同士で調整する必要が生じた場合の調整
・広域的な視野・視点に立った、相談連携の充実。
・ＤＶ被害者からの相談や保護を要する場合の施設の紹介や自立支援については、様々な場面で連携・協力できる体制を強化する必要がある。
◆広域的支援体制の構築（３件）　【５（１）】
・自治体を越えて広域で被害者支援を行える体制の構築支援
・女性に対する性暴力、ＤＶ等の事実を隠す風潮があるため、また、小さな町であることから顔が知られたり、男性、女性職員各１名であることから相談環境が十分できていないことから、広域的なネットワークを作り（広すぎても行きにくい、子ども家庭センター管内は広いと思う）または、どこの市町村にでも相談にいける環境整備作りが必要と考える。
・被害者からの相談や保護を要する場合の施設紹介、また自立支援については、様々な場面で連携・協力できるような体制の強化。
◆民間シェルターへの支援（２件）　【５（４）】
・府内民間シェルターの支援については、利用者が広範囲に及ぶため、市単独での対応が難しい。そのため、府の社会資源として財政的支援をお願いしたい。
・民間シェルター支援
◆加害者に対する対策の充実（７件）　【５（５）】
・加害者対策等。
・加害者更正プログラムの実施
・「ＤＶ加害者対応マニュアル」についての研修実施。
・暴力の防止に向け、加害者の更正につながる事業などの、加害者を対象とした事業の取組みを推進されたい。
・加害者に対する更生等に関する事業など、市町村単独では取組が困難な事例についての対応などを担っていただきたい。
・加害を防止するための有効な施策や研究に関する情報提供。
・加害者対応を含めた研修の充実。
◆中心的な役割への期待（６件）　【その他】
・ＤＶ防止法において都道府県に配偶者暴力相談支援センターの設置が求められていることに鑑み、大阪府下のＤＶ施策の中心としての役割を希望する。
・ＤＶ被害者支援は広域的な問題なので、被害者への支援について大阪府が中心的な役割を担ってほし い。
・その他、各市町村がそれぞれの実情に応じて、適切な役割を円滑に果たしていくためのコーディネーター的役割を期待する。
・広域的なバックアップを期待します。
・関係機関との連携を強化するための中核となっていただきたい。
・これまで通り、一時保護から自立支援機能の充実をお願いしたい。当市のように財政も人的にも不足している市では、配偶者暴力相談支援センターの機能を果たす施設の設置は不可能である。
◆被害者支援の統一的な方針の提示（２件）　【その他】
・大阪府内におけるＤＶ被害者支援の統一
　・各個人、各市町村で認識が異なる。・各市町村における各支援措置の手続きが異なる。　　　　　（住民基本台帳支援措置や国保・健保の手続き等）
・相談の継続について、１度相談にきてもパートナーの暴力がおざまった、優しくなったなどの理由で相談に来ない、または、保護を拒む状況あるので、保護についての統一的な方針を示して欲しい。
◆性暴力被害者支援（１件）　【その他】
・性暴力被害者支援についても、府が支援の方向性や具体的取組を今回の計画の中に、盛り込んでほしい。
